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１．はじめに : 国家の終焉論と増え続ける国家
　国家の役割が問われて久しい。米国の社会学
者ダニエル・ベルは、1980年において第二次世
界大戦後の工業化と経済発展の結果、「国民国
家は、生活の小さな問題をきめ細かく解決する
には大きすぎ、大きな問題を処理するには、あ
まりにも小さすぎるという、たいへんなパラ
ドックスに直面する」（1）と語っている。
　この議論は近年、グローバル化により国家が
小さすぎるという指摘に変わりつつある。ロー
エル・ブライアンとダイアナ・ファレルは、市
場とグローバル資本が大きくなり、経済政策の
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決定権が政府から市場に移行していることを示
し（2）、ダニエル・ヤーギンとジョゼフ・スタニ
スローは国家が貿易と投資に国内市場を開放し、
技術革命が起こり、世界が一体化しているとい
う（3）。そして、グローバル化のスピードは極め
て速く、規模は極めて大きく「どの国の政府に
とっても管理の能力をはるかに超えるものに
なっている」（4）と結論付ける。
　反対に国家の規模が大き過ぎるという主張も
ある。世界はグローバル化の中で、１億人から
１億５千万人のクリエイティブな仕事に従事す
る階級（クリエイティブ・クラス）が中心になっ
ていると捉えるリチャード・フロリダは（5）、グ
ローバル化における経済活動は、国家ではなく
クリエイティブ・クラスが集中する大都市及び
その周辺地域「メガ地域」の時代であると考え
る（6）。
　このような国家の「終焉」が主張される一方、
現実には独立国家数は右肩上がりに増加してい
る。第二次世界大戦後、国家誕生が続いており、
今日においてもその傾向に変化はないのである。
出所： United Nations, “Your United Nations: Growth in 
United Nations Membership, 1945- present”, www.
un.org/en/members/growth.shtml.
図１　国連加盟国の推移
　図１にあるように、1945年に原加盟国51ヶ国
で組織された国際連合（United Nations）は、
日本が加盟した1956年に80ヶ国となり、冷戦が
終焉した1990年には159ヶ国に増え、現在、
193ヶ国となっている（7）。
　もちろん、国連への加盟国数の上昇は、独立
国家数の増加を必ずしも意味しないが、1990年
以降に国連加盟国となった38ヶ国（8）の内、
23ヶ国は独立後2年以内に加盟している（9）。国
家数は一貫して増加しているのである。
　地球上、いずれの国家からも領有権が主張さ
れていない土地が南極大陸以外ほぼ存在してい
ないことから（10）、新生国家は、旧帝国、もし
くは既存の比較的大きな国家から独立している
ことになる。つまり、全体として国家は、領域
において小国家化していると言えるのである。
　それでは、なぜ、グローバル化の中で国家の
役割が限定的にならざるを得ないと指摘されな
がらも、国家の数は年々増加しているのであろ
うか。
　国際政治における「分離と統合」論にみられ
るように、国家を超えて政治経済を統合しよう
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とする動きは、むしろ新しい国家の誕生を促し
ており、統合と分離は「対立するものではなく、
表裏一体の関係」（11）にあるとされる。
　政治的、経済的統合が進めば進む程、世界の
国家の数が増え、より小さい国家が生み出され
ている現状は、グローバル化の中で、国家がそ
の役割を変えながらも、消滅へは向かっておら
ず、より小さい形に外見、中身を変えながら新
しい時代に適応していることを意味しているの
である。
　更に見逃せない論点として、近年、先進国に
おいて議論されている地域主権型の道州制論が
ある。道州制論も、大き過ぎる国家が、国家の
権限を地方に一部委譲（devolution）することで、
スリム化しようとする動きであるといえよう。
具体的に対内主権の一部を委譲される「地方」
は、単なる「地方」ではなく、権限が委譲され
ればされる程「国」に近い存在となる。
　このような「国のかたち」を巡る潮流を踏ま
えながら、本論文では、近年、経済的成功が耳
目を集めているマイクロ・ステイト（ミニ国家、
極小国家、微小国家）（12）に改めて焦点を当てる
ことで、国家の在り方を再考していきたい。
２．マイクロ・ステイトの国家像
⑴　マイクロ・ステイトの定義
　マイクロ・ステイトを定義することは困難で
ある（13）。それは、非常に曖昧であり、恣意的
であり、相対的にならざるを得ないとされる（14）。
国連は、1967年の国連年次報告においてマイク
ロ・ステイトを「領土、人口、人的経済的資源
において例外的に小さい国」（15）と大きく定義し
ている。しかし、後に領土の大小は必ずしも国
家としてのマイクロ性を規定しないという理由
から、国連（国連補助機関）では、人口を基準
にマイクロ・ステイトを再定義する方向に進む。
　例えば、国連訓練調査研究所（United Nations 
Institute for Training and Research＝UNITAR）
は、1969年のレポートにおいてマイクロ・ステ
イトの人口を100万人以下としており（16）、この
数字は現在も、マイクロ・ステイトを分析する
上で、最も有効な基準として国際的に受け入れ
られている（17）。
　前述の通り、マイクロ・ステイトの面積に関
しては、諸機関、研究者の間において一定の合
意に達しているとは言えない。今までに142,000
平方キロメートル（18）、20,000平方キロメートル
（19）、13,000平方キロメートル（20）、1,000平方キ
ロメートル（21）等の様々な見解が提示されてき
た。このように現段階では定説なき状況である
が、ここでは敢えて相対的な数値を模索したい。
　2010年に公表された国連統計局の資料によれ
ば、現在、世界に存在する独立国家と属領（自
治領）は236であり、単純に面積において大中
小に、78もしくは79ヶ「国」で三分割できる（22）。
最も小さい79ヶ「国」の内、1,000平方キロメー
トル以下の「国」は52ヶ国に相当し、小国の半
分強が該当する。このように「国」の面積を分
別すれば、相対的には、マイクロ・ステイトの
面積の基準として1,000平方キロメートル以下
が妥当であると考えられる。
　故に、ここでは人口100万人と面積1,000平方キ
ロメートルの規模をマイクロ・ステイトの基本
とするが、1960年代以降の揺れ動くマイクロ・
ステイトの把握を目標とするために、数値を絶
対視せず、これらの基準を一応の目安として、
人口、面積のどちらかの基準に達していること
を条件としたい。また、経済面を中心とする独
自性を重視する見解から、独立国家のみならず
準独立国家である自治国、自治領もマイクロ・
ステイトの範疇に取り込み考察していきたい。
⑵　マイクロ・ステイトは弱国か？
　上記に見たように1967年の国連の年次報告に
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おいてマイクロ・ステイトは「人的経済的資源
において極めて小国」（23）であることが条件の一
つとされた。
　そもそも、冷戦下において、小国は弱国と認
識され（24）、大部分のマイクロ・ステイトは「低
開発の状態であり、国家が極小であることは、
いろいろなハンディキャップの根元となってい
る」（25）とされてきた。第二次世界大戦後の小国
家の誕生は多かれ少なかれ、ポストコロニアル
論の文脈にあった。
　国連は1960年に「植民地諸国及びその人民へ
の独立付与に関する宣言」（26）を採択し、旧帝国
の（大）国家の植民地が次々に独立していった
のである。同宣言では、政治、経済、社会もし
くは教育の不充分さをもって、独立を遅滞させ
る口実とすることを禁じており、結果的に発展
途上国の数が増加し、その多くの国家は小国も
しくはマイクロ・ステイトに分類されることに
なる（27）。
　実際、60年代において独立した44ヶ国のうち
13ヶ国が、70年代に独立した24ヶ国のうち20ヶ
国が、80年代に独立した８カ国のうち７ヶ国が、
人口100万人以下のマイクロ・ステイトであっ
た（28）。1984年１月において日本が承認してい
た国家は167ヶ国であったが、その内、45ヶ国
が人口上のマイクロ・ステイトであり、そのう
ち38 ヵ国が「第三世界」に属していた（29）。
　しかしながら、領土、人口、人的経済的基盤
において「弱国」であるマイクロ・ステイトは、
一独立国家として国連に加盟することで、一国
一票主義の総会において国際政治上、「弱さを
強さに変える」ことに成功するのである（30）。
　マイクロ・ステイトが独立国家の相対的関係
により、国際機関に加盟して大国と肩を並べる
ことに関しては、第一次世界大戦後に発足した
国際連盟（League of Nations）にサンマリノ、
アイスランド、ルクセンブルク、モナコ、リヒ
テンシュタインが加盟申請して以来、国家単位
で成立する国際機関の課題であった。結局、国
際連盟は、伝統国であり、国際的義務を果たし
てきたという理由でルクセンブルクの加盟は認
めたが、リヒテンシュタイン、モナコ、サンマ
リノ、アイスランドは審議の上の拒否、審議そ
のものの拒否、申請の取り下げ等によって加盟
にまで到達しなかった（31）。
　第二次世界大戦後、組織された国際連合にお
いても、領土、人口、人的経済的基盤が弱体な
マイクロ・ステイトは、分担金の履行能力、加
盟国としての国連活動への参加能力が問われ、
また、人口差における大国との不公正さ、不平
等さが定期的に議論の対象とされてきた（32）。
　冷戦期、国連を舞台にする政治的な駆け引き
において、多くのマイクロ・ステイトは、旧宗
主国である欧米列強国と対峙してきた「第三世
界」諸国との利害の共通点を見出し、国際政治
上、共闘する傾向が見られた（33）。
　このように、いかに小さくても独立国家であ
ることを全面にしてきたマイクロ・ステイトで
あるが、前述の通り、冷戦の終焉後、グローバ
ル化の時代となり、既存の国家が、生活の小さ
な問題をきめ細かく解決するには大き過ぎ、大
きな問題を処理するには、あまりにも小さ過ぎ
ることから存在意義が問われると、新たな展開
を迎える。
　かつて、国家として機能面において「合理性
を欠く」（34）と称されたマイクロ・ステイトは、
大国が合理的ではなくなり、むしろ小さいが故
に大国よりも経済的に発展し、繁栄する可能性
が生み出されてきたのである。
３．マイクロ・ステイトの繁栄 
⑴　経済的躍進
　近年、マイクロ・ステイトの経済的な躍進が
目立っている。スイスにある国際経営開発研究
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所（International Institute for Management 
Development＝IMD）が公表する国別の『国際
競争力年鑑2012年版（World Competitiveness 
Yearbook 2012）』において、香港が１位、シ
ンガポールが４位、カタールが10位であっ
た（35）。
　表１にあるように、香港は東京都の約半分の
面積の1,104平方キロメートルであるが、そこに
約715万（2012年）の人口を擁する（36）。シンガポー
ルの面積は東京23区とほぼ同じ697平方キロ
メートルに過ぎないが、人口は約535万人（2012
年）を数える。カタールの総面積は11,586平方
キロメートルに至るが、人口は少なく、約195 
万人（2012年）となっている。
　これらの国は、人口において100万人とした
上記のマイクロ・ステイトの基準を上回るが、
面積においてはカタール以外、同基準にほぼ合
致しており、マイクロ・ステイトもしくは小国
に位置付けられる。
　少なくてもこの３ヶ国においては、小国であ
ることは国際的な競争力を高め、維持する上に
おいてマイナスにはなっておらず、むしろ、都
市国家としての「強さ」を全面に出していると
言える（37）。世界銀行（World Bank）の一人当
たりの国内総生産（GDP）の自治領を含む国
別ランキング（2007年～2011年のデータ）では、
よりマイクロ・ステイトの「豊かさ」が顕著と
なっている。
　表２にみるように、１位モナコ（人口30,510人、
面積２平方キロメートル、2012年）、２位リヒ
テンシュタイン（人口36,713人、面積160平方
キロメートル、2012年）、３位ルクセンブルク（人
口509,074人、面積2,586平方キロメートル、
2012年）と上位にマイクロ・ステイトが並んで
いる（38）。
　アメリカ中央情報局（Central Intelligence 
Agency＝CIA） が公表する『ザ・ワールド・
ファクトブック』（2002年～2011年）における
自治領も含む国別の一人当たりの GDP ランキ
ング（購買力平価）でも（39）、マイクロ・ステ
イトが上位を占めており、存在感がより強調さ
れる結果となっている（表３参照）。
出所： 国際競争力に関しては IMD, “The World 
Competitiveness Scoreboard 2012”；面積に
関してはThe Central Intelligence Agency, “the 
World Factbook”.
出所： World Bank, “GDP per capita （current US$）”
表１　IMD国際競争力調査（2012年）
総面積：平方キロメートル
表２　世界銀行の１人当たりのGDP（2007-11年）
単位：米ドル
1 1,104
2 9,826,675
3 41,277
4 697
5 450,295
6 9,984,670
7 35,980
8 323,802
9 357,022
10 11,586
1 2009 172,676
2 09 134,915
3 11 115,038
4 11 98,102
5 11 92,501
6 10 89,739
7 11 80,391
8 09 76,413
9 11 65,550
10 11 62,664
09
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　同ランキングによると、１位はリヒテンシュ
タイン（前出）、３位がルクセンブルク（前出）、
５位シンガポール（前出）、９位がブルネイ（人
口408,786人、面積5,765平方キロメートル、
2012年）、10位が香港（前出）となっている。
　もちろん、小国家、マイクロ・ステイトの全
てがグローバル化の中において経済的に成功し、
「国民」が豊かな生活を送っているとは言えない。
実際、現在も多くのマイクロ・ステイトは発展
途上国として存在している（40）。しかし、個人
のレベルにおいて、最も豊かな暮らしを送れる
国の多くが、伝統的な大国ではなく、小国もし
くは、マイクロ・ステイトになっている事実も
否定されるべきではない。
　これらのグローバル化の中で成功を収めるマ
イクロ・ステイトの存在は、これまでの「弱国」
としてのマイクロ・ステイト論を覆し、再定義
を促すであろう。
⑵　不完全性の逆転と繁栄
　リチャード・フロリダはグローバル化におけ
る「才能をめぐる競争は国家間のものだけでは
ない。本当の競争は都市や地域間で行われる」（41）
とし、大都市の重要性を主張する。そこで問わ
れるクリエイティビティに満ちた大都市とは
ニューヨーク、ロンドン、東京、パリであり、
確かに国家に結びつかない。
　しかし、フロリダが挙げる都市にはシンガ
ポールや香港も含まれる。シンガポールは独立
した都市国家であり、香港は国家に準ずるよう
な高度な自治権を保持している都市である（42）。
　そして、それらは、先に見た IMD の2012年
の国際競争力ランキングにおける上位国（１位
が香港、４位がシンガポール、10位がカタール）
に重なる。
　グローバル化が国家ではなく、大都市中心で
あったとしても、都市国家は都市機能を最大限
に活用し、経済的成功を獲得しているのである。
　一人当たりの GDP 上位国のマイクロ・ステ
イトであるモナコ、リヒテンシュタイン、サン
マリノ、カタール、ルクセンブルク、シンガポー
ル、ブルネイは、その多くが都市を中心とする
独立国家である。
　フロリダの主張する通り、グローバル化の時
代の主役は、国家ではなく、都市であるであろ
う。しかし、都市国家は、大国のように国家と
都市が対立概念にはならなく、グローバル化の
アクターとなり得るのである。
　経済的に繁栄するマイクロ・ステイトが都市
中心であることは、二極化するマイクロ・ステ
イトの姿も現している。概して先進国地域にあ
るマイクロ・ステイトは都市型（大都市ではな
くとも都市国家型）もしくは島国（地域的には
辺境であっても、都市機能を充実させている）
であり、グローバル化に適応し易い環境にある
のである。一方で、非先進地域のマイクロ・ス
テイトは都市型になり切れないケースが多いと
いえよう。
出所： CIA, the World Factbook （Country Compari-
son : GDP-Per Capita （PPP））
表３　CIA『ザ・ワールド・ファクトブック』にお
ける１人当たりの GDP（2002-11年購買力
平価） 単位：米ドル
1 08 141,100
2 11 104,300
3 11 81,100
4 04 69,900
5 11 60,500
6 05 57,000
7 02 55,400
8 11 54,200
9 11 50,000
10 11 49,800
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　いずれにせよ、先進国地域のマイクロ・ステ
イトの経済的成功は、国家の役割が問われてい
る今日、既成の国家にグローバル化における対
処法を示唆するものになるであろう。
　先進国地域のマイクロ・ステイトは独立国家
である特典（国家主権）を活用する。例えば、
一人当たりの GDP で世界のトップクラスであ
るリヒテンシュタインはタックスヘイブン（租
税回避地）であり、オフショア金融センターの
一角を担っている。近年、先進国からの批判が
相次いでいるが、プライベートバンキングを中
心に、大国の富裕層からの資金の受け皿となり、
2012年に公表された統計では金融業は GDP の
27パーセントを占め、国家歳入の３分の１に該
当する（43）。
　このリヒテンシュタインは、隣国のスイスと
関税、経済、金融協定を結び独自通貨を持たず、
スイスの通貨であるスイスフランを利用してい
る。軍隊もなく、1919年の合意に拠り、スイス
がリヒテンシュタインの防衛を担当している。
このため、極めて小さな政府となり、財政黒字
によって健全な国家運営を行っている。
　リヒテンシュタインは、大国からの視点では、
あまりにも小規模で「合理性に欠いた」不完全
な国家とされてきた。前述の通り、1919年に発
足した国際連盟には加盟申請したが、法的には
主権国家であると認められながらも「その限ら
れた面積、少ない人口および地理的位置のゆえ
に、他国に主権の属性の一部を委任している」（44）
という理由で却下されている。近年、同国はこ
の不完全性を逆手にとって成功を収めていると
いえる。
　リヒテンシュタインは独立国家であるが、国
家としての不完全性に着眼すれば同盟国スイス
を構成する一つのカントン（州）の延長上に見
なすことも可能であろう。スイス自体が極めて
自治権の強いカントンの連邦国家であり、独立
していないマイクロ・ステイトの集合体と見な
すことも出来る。そして、準マイクロ・ステイ
トとしてのカントンは、歴史家ヴェルナー・
ケーギがスイスの根本として挙げている通り、
伝統的な都市共同体と峡谷農村共同体を構成要
素としているのである（45）。
４．むすびに代えて：自治領、自治国としての
準マイクロ・ステイトとその展望
　マイクロ・ステイトの範疇を独立国家から自
治領や自治国までに広げると、グローバル化の
中で求められる新しい国の“かたち”の模索に
繋がる。ここでは、独立していないが、国際的
に自治領、直轄領、海外領土、（一国二制度に
基づく）特別行政区と承認されており（46）、高
度な自治権を持ち、更にマイクロ・ステイトの
基準に合致する人口、面積規模である「国々」
を準マイクロ・ステイト（Semi-independent 
Microstates, Self-governing Microstates）とす
る。
　国際競争力ランキングや一人当たりの GDP
上位国には独立国家以外もランクインしている。
そして、それらの「国々」は、独立していない
点を除けば、政治的に自治権を活用し、本国と
は異なる経済政策を展開し、繁栄を導いており、
経済的成功を収めるマイクロ・ステイトの政策
と重なる点が少なくない。
　例えば、表２の世界銀行の１人当たりの
GDP では、６位はバミューダ（人口69,080人、
面積54平方キロメートル、2012年）、８位はチャ
ネル諸島（人口160,294人、面積194平方キロメー
トル、2012年）（47）、９位はマカオ（人口578,025
人、面積28.2平方キロメートル、2012年）であり、
いずれも独立国家ではない。
　表３の CIA『ザ・ワールド・ファクトブック』
（2002年から2011年のデータ）の一人当たりの
GDP ランキングでも、４位がバミューダ諸島
―　　―194
（前出）、６位がジャージー島（人口94,949人、
面積116平方キロメートル、2012年）（48）、７位
がフォークランド諸島（人口3,140人、面積
12,173平方キロメートル、2008年）、10位が香
港（前出）、13位がグァンジー（人口65,345人、
面積78平方キロメートル、2012年）、15位がケ
イマン諸島（人口52,560人、面積264平方キロ
メートル、2012年）、16位がジブラルタル（人
口29,034人、面積6.5平方キロメートル、2012年）、
24位が英国領ヴァージン諸島（人口31,148人、
面積151平方キロメートル）であった（49）。いず
れも独立国家ではなく、内政に関しては完全な
自治権を持つ英国王室保護領（Crown Depen-
dencies）（50）や同じく自治権が確立されている
英国海外領土（Overseas Territories）であり、
これらの地域の住民は、本国（香港の場合は元
本国）である英国（同順位で33位）以上の豊か
な生活を享受している。
　準マイクロ・ステイトは独立国家ではないた
め完全な主権はないが、リヒテンシュタインの
ような独自の軍隊も貨幣も持たず、外交も隣国
スイスが利益代表を担うマイクロ・ステイトの
例と比較すれば、独立国であるか自治領である
かの違いは表面に現れている程大きくはないこ
とになる。むしろ、上記のランキング上位の共
通性は、マイクロ・ステイト論を従来の独立し
たマイクロ・ステイト中心の議論から準マイク
ロ・ステイトをも範疇に入れ、考察する必要性
を提示しているのではないだろうか（51）。
　準マイクロ・ステイトは独立したマイクロ・
ステイト以上に経済的に成功している例が多い
とされる（52）。準マイクロ・ステイトは独立国
家ではないため、国連に加盟することはできな
いが、一方で、独立国家としての「不完全性」
を指摘されることもないのである。むしろ、完
全に独立しないことによって安全保障や外交を
帰属する本国に依存する正当性が担保され、よ
り経済を重視する政策が展開できる。
　グローバル化においてクリエイティブな産業
が集約される大都市のプレゼンスがより大きく
なっていくことは事実であろう。しかし、独自
性の強い地方（都市、島）が準マイクロ・ステ
イト化して、大都市の役割を補完する役目を担
い、グローバル化の中で生き残りを図る可能性
は否定できない。国家内に数多くの都市型のマ
イクロ・ステイトを内包する連邦国家は、80年
代から問われてきた既成国家の終焉論に対する
国家の新しいあり方にも通じていくのではない
だろうか。
　初めに見たように、既存の国家から新しい、
より小さい国家が独立して、国連加盟国は年々
増加している。同時に、その統計では現れない
準マイクロ・ステイトの存在も、内側から既存
の国の“かたち”を変容させているのである。
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